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はじめに
職場の誰に指示されるわけでもなく、労働者自身の意思に基づいて、
r今日はここまでは仕事をしなくてはならない」、r食事をしながら仕事を
している」、あるいはr仕事に没頭して約束を忘れてしまった」、というよ
うな気さくな仲間同士が交わす仕事に触れた日常的な会話は、どこの職場
においても見聞できる。
そうした光景の見られる職場は、経営学的な視点に立脚すれば、情況が
そのような仕事行為を自然に発生させている、という“情況の法則”（1aw
ofsituation）が機能している事例として扱われる場合があれば、労働者自
身が自発的に仕事を行っている巧みな環境づくりに結びつく、“能動的組
織学習の場”が形成された事例としても取り上げられる場合もあるであろ
う。また、上記の光景は、商品の生産を通じて、できるだけ多くの利潤の
獲得を目指す企業にとっては、仕事熱心な労働者の職場としての好例を示
しているとも言えるであろう。しかし、そうした光景が連日に渡って、し
かも多くの職場のなかに見られる場合には、知らず知らずのうちに労働者
に対して過労をもたらしてしまう恐れもあり、度が過ぎれば、過労死すら
招きかねない職場になっているとも言えるのである。
そこで、小稿では、企業の持つ本来的な性質を確認しながら、企業の組
織文化という経営学的分野に着目することによって、上述のような労働者
の日常的光景を生み出している要因を、職場での仕事遂行を中心に探究し
てみたいと思う。
1．利害関係者としての労働者
企業の大規模化の進展および近年におけるその合従連衡の頻発に伴って、
企業に関与する利害関係者（ステークホルダー、stakeholder）の一層の多
様化が招来されるとともに、利害関係者への影響の深刻化が国内外を問わ
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ず現出している時代を迎えている。そのために、経営学が考察対象とする
べき範囲は拡大の一途をたどり、今や経営学は多様な利害関係者が企業活
動から受ける得失を扱うことに主眼を置くほどにまでなっている（1）。また、
そうした経営学の学問的取り組みが同時に、今後の企業運営の新たな局面
の理解に役立つことにもつながる、という先見性を考慮すれば、そこに現
代の経営学が果たすべき課題と特徴とを見出すことができると言ってもよ
いであろう。
この10数年の問に、株主＝“企業”の所有者、という主張を堅持してき
たアメリカ企業のなかには、株主＝企業の“株式”の所有者、という視点
への変更を行った企業も見られ、投資家向け情報（IR情報、investor
relations）の宛名、そして投資家向け年次事業報告書（アニュアル・レポー
ト、annualreport）に掲載された経営者による挨拶文の宛名などが、「株
主各位（ToOurShareholders）からステークホルダー各位（ToOur
stakeholders）に変わっていった」（2）。それは、いわゆる企業の社会的責任
（CSR、corporatesocialresponsibility）の範囲の拡大を意味している。今
日では日本でも、市場を含めた社会からの視点に立脚して、経営者が企業
統治（コーポレート・ガバナンス、coエporategovemance）を具体的にど
のように考えるか、企業統治の明確なあり方が真剣に問われており、従来
のおぼろげな議論に代わって、実効性が求められるようになったのである。
その大きな契機は、2003年（平成15）4月に施行された商法改正によって、
委員会等設置会社への移行が会社形態の選択肢の一つになり、経営監視と
業務執行との分離や社外取締役の積極的活用などを促した結果であったが、
それを導いたのは、株主、顧客、労働者、そして公衆などをはじめとする
多様な利害関係者からの、経営者に対する真正面からの凝視を経営者自身
が常に意識しなければならない、という時代的趨勢からくる実情に迫られ
た点に起因している（3）。
そうしたなかで、企業の経営資源としてしばしば指摘される、ヒト、モ
ノ、カネ、および情報と上述の利害関係者との間において共通した関連性
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を有する対象は、ヒトすなわち労働者である。労働者は、たんなる資源と
しては無味乾燥なヒトという言葉で表現されるが、実は他の経営資源とは
異なっており、本来的に自己の意思を持った生命体であると同時に、他の
経営資源を唯一管理することのできる人的資源なのである。その労働者の
労働を欠いた企業運営は全く考えられ得ないだけに、今日に至ってもなお、
労働者が企業にとっての不可欠な利害関係者として位置づけられ続けてい
るのは至極当然のことでもある。
しかし、労働者が企業の利害関係者の一員であるという属性は、決して
自然発生的に付与されているわけではない。労働者には、利潤の獲得のた
めに商品生産を行うという任務を、賃金付きの課せられた仕事として担当
することが事前に予定されているのである。換言すれば、営利的商品生産
体である企業への雇用を通じて、労働者は企業の利害関係者となる。労働
者は雇用されて、一方において、賃金を得る労働を企業に提供し、また他
方においては、企業のなかで固有の性質を所持する人間として生活を送る、
という二重の主体的意味合いが発生し、労働者は企業に関与する重要な利
害関係者として扱われることになる。
したがって、労働者が仕事を遂行する場所は、労働を企業に提供する場
所であり、またそこは企業において生活する場所でもある。その具体性を
帯びた「物理的な時空問」（4）が、一般的に職場と呼ばれて、上役と部下と
いう上下関係、同僚との仲間意識、そして仕事に取り組む意欲などを労働
者に発現させる場所となっている。すなわち、企業という広い抽象的な視
点からの把握ではなく、労働者が労働の現実味を感じ取れる身近な視点を
重視するならば、企業と言うよりも、むしろ職場こそが、労働の具体的な
諸事象を労働者に直接的に実感させることになる現場そのものであると言
える。その視点を考慮して、企業の利害関係者の代表的主体の一つである
公衆が雇用されて労働者になるという場面は、それを自説（5）に沿った形で
述べると、公衆のr安心・安全、快適・創造」という“生活の基本価値”
が、企業への公衆の雇用を介して、職場に持ち込まれる状態をあらわして
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いる。
その場合、注意を必要とするのは、市場の外側に存在する公衆の“生活
の基本価値”（「安心・安全、快適・創造」）と、市場で評価を受け貨幣価
値の付いた労働力を所持する職場における労働者の“生活の基本価値”、
簡潔に言えば、労働者の“r職場」生活の基本価値”とが相違するという
点である。その相違は、本源的には、企業が他の組織体とは異なる営利的
商品生産体であるという特質によって、労働者の“「職場」生活の基本価
値”が決定づけられていることに由来している。それを反映する基本価値
の代表的な具体例を列挙して説明すると、雇用の安定、適正賃金の支給、
および適正な労働時間の順守は労働者にr安心感」を与え、身体に危険の
ない職場は「安全」を保障し、適材適所および縦横の意思疎通は「快適さ」
を促し、さらには能力開発機会の提供および有給ボランティア休暇制度の
完備は職場の労働者の「創造性」を駆り立てることになるであろう。その
ような労働者の“「職場」生活の基本価値”が実現されると、他律的な受
動的労働に代わって、労働者の仕事への個人的モチベーションを高揚させ
る素地が形成されて、労働による企業への積極的な貢献が行われる。企業
経営において、そうした労働者の自発的な能動的労働のプロセスが浮上す
るために、労働者は生活上の自由度の高い公衆とは異なり、職場での労働
の提供とそこでの生活という限定範囲においての主体的意味とが企業にお
いて問題にされるのである。
2．組織文化
労働者を上述のように把握できたとしても、労働者の“r職場」生活の
基本価値”の実現が、直ちに率先的な労働という仕事遂行に結実するわけ
ではない。その理由を今日の経営学的理解に求めれば、企業が一種の人的
組織体であるために、そこに自然に発生し定着している“組織文化”
（organizationalculture）と呼ばれるrソフトな社会的枠組み」（6）が存在し、
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それによって企業に個性体質がもたらされ、労働者の思考や行動を暗黙の
うちに制約しているからである。組織文化が労働者に対し知らず知らずの
うちに影響を与え、その結果として企業業績を左右することになるという
理解、すなわち企業メンバーである労働者と企業業績との間に存在する、
媒介変数として組織文化を把握する理解が、今日、経営学において一般化
する傾向にあることは周知の通りである（7）。そうした意味を持つ組織文化
の性質がより掘り下げて解明されるのであれば、企業のなかに貫徹して職
場の労働者に大きな影響を与えている本質的な論理を、より鮮明な形で描
出できる道筋が開かれることになるであろう。
その組織文化が多方面から注目を集めた契機は、1980年代の初頭に出版
された2つの著作にあった。その一つが、ディール（T．E．Dea1）とケネディ
（AA．Kennedy）との共著Coゆoz伽C％伽zεs（8）であり、他の一つがピーター
ズ（TJ．Peters）とウォーターマン（R．HWaterman，Jr．）との共著動
S召αzohφ飾oθ1娩o召（9）であった。そこでは、高業績を達成している、いわ
ゆる優良企業が選出された上で、それらには共通して独特な「強い」文化
が存在し、社員間に浸透しており、そのことが企業の高業績に連結してい
ると言うように、企業の組織文化が業績に一定の“機能”を果たしている
と考えられた。企業が一つの組織として持つ文化の強度が、その組織メン
バーである労働者の思考や行動に影響を及ぼし、経営戦略をはじめ、現場
の具体的な企業活動のあらゆる部面にも大きく影響し、結局はその企業の
盛衰を決定づけている、という主張であった。
これまで経営学上において積極的に扱われることのなかった、異分野の
抽象的な概念である文化が、組織メンバーを一体化させ、経営環境への企
業適応を促す機能を保有することへの着目は、当時においては極めて斬新
であった。特に、企業の経営者や管理者にとって文化概念は、企業を人的
組織として把握する際に、深遠な理解に役立つ概念であるというよりも、
むしろ文化を操作することによって、実践的企業運営に役立つ概念になる
可能性に関心が集まったのである。また、それに伴い、経営学研究者の間
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でも、企業目的を効果的に達成するために、文化の意図的な創造と変革と
を目指す、組織管理の一貫としての文化の管理が注目され出し、企業内の
組織文化をマネジメントの新たな対象に加える探究活動が開始されること
になり、組織文化への学問的関心の端緒を開くことになったのであった。
こうした当初の組織文化への関心の高まりは、企業という組織内におい
て文化がどのような機能を果たしているか、そしてその機能をどのように
合目的的に役立てることができるか、という組織文化の機能分析と機能利
用とを重視したアプローチを採用していた。その特徴を持つ組織文化論は、
今日では“機能主義的組織文化論”と呼ばれ、これまでの多くの組織文化
論がその類型に所属しているのである（1。）。その機能主義的組織文化論が扱
う主たる順序は、経営理念、コミュニケーション方法、そして仕事の意義
などの文化関連項目が選定された上で、それに基づき企業の組織文化がい
くつかの文化パターンに類型区分され、次に当該企業の現状分析が行われ、
その所属する文化パターンの選択肢が用意されて、企業関係者である分析
者に現存文化を意識させた後に、目指すべき経営戦略あるいは経営環境に
適合した組織文化の構築に必要な経営者や管理者のリーダーとしてのあり
方が扱われていくことになっている。すなわち、そこでの論理展開は、ま
ず組織文化の枠組みづくりが行われ、次にそれに沿った形での現存文化の
診断が実施されて、最後に理想的な組織文化の形成に向けての経営者や管
理者の役割が主張される、という順序となっているのである。
そのような機能主義的組織文化論にあっては、組織文化は組織メンバー
の外側に実在する対象としてのみ扱われるために、そこではもっぱら組織
文化とその機能との因果関係の分析に主眼が置かれてしまっており、その
結果、組織メンバー各人の個別的な意思決定者としての存在性質を含意す
る主観的な行為主体性の面にまでさかのぼって、組織文化を把握するミク
ロアプローチが見られることはなかったのである。しかし、そうしたなか
で、精緻な社会学パラダイムを積極的に導入した“解釈主義的組織文化
論”と呼ばれる新たな組織文化論が、次第に芽生えつつあった。そこにお
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いては、組織メンバーの“解釈”を通じた意味の形成が着目されて、組織
メンバー間での意味の共有が発生した場合に組織文化が構築される、とい
う組織メンバーの認識に基づく組織文化の生成過程の解明が重視されてい
た（11）。そのために、組織文化を組織メンバーにとっての外在対象と位置づ
けてきた機能主義的組織文化論とは異なり、解釈主義的組織文化論では、
組織文化を組織メンバー自身がつくり出す意味の形成体として扱う、組織
メンバーの認識がもたらす主体性を基軸にした、精細な論理展開が繰り広
げられることになる。
解釈主義的組織文化論の特徴的理解のように、組織文化は組織メンバー
にとっての所与的存在物ではなく、組織メンバーの認識を基礎にしてこそ、
そこに成立を見ることのできる意味の形成体である、という主張には確か
に説得力がある。しかし、そこでは組織文化の生成過程の解明が重視され
るために、組織メンバーである職場の労働者の間に、組織文化として特に
どのような意味の共有が濃厚に行われており、そしてなぜそのような状態
になり得るのか、という労働者を大きく制約する要因を直接探究する問題
意識は極めて希薄である。労働者間の濃厚な意味の共有を解明しようとす
れば、企業内に組織文化を定着させている大きな要因は何か、という組織
文化の定着要因を問う考察から開始されなければならないであろう。なぜ
なら、労働者は自分が解釈する意味を主として何から導き出しているのか、
という意味を内包する主たる対象となっている組織文化の定着要因が明ら
かにならなければ、労働者にとっての大きな制約要因を特定化することは
不可能だからである。
その場合、多くの企業に見られる、経営理念、社員教育、そして人事施
策などが、直ちに組織文化を定着させる大きな要因となっているわけでは
ない。大きな定着要因となるものは、単なる静的あるいは一過的なもので
はなく、労働者に対し常に用意されている対象であり、また日々繰り返さ
れる対象でもあるために、その対象を通じて次第に労働者に濃厚な意味が
内在化され得ることになるのである。大きな定着要因をそのような二つの
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性質を持つ対象であると規定した上で、それを企業という組織内から見出
そうとすれば、そこに自ずと抽出されるのは、職場において労働者の各人
に日々の任務として遂行することが予定されている対象、すなわち仕事で
ある、と言うことができるであろう（12）。ただし、ここで使用される仕事と
いう概念は、労働者個人に割り当てられる組織図上に表示されるような静
的対象ではなく、労働者とその仕事とが結びついて、具体的な継続任務と
して遂行される動的対象をあらわしている。労働者は職場において仕事を
遂行していくなかで、優れた技能、多様な人問関係、企業の置かれた現状、
そして職場のあり方などに関する様々な事柄を知り、あるいは体験すると
いう学習行為が行われて、次第に組織文化が構築され定着していくのであ
る。したがって、労働者自身が解釈する濃厚な意味は、仕事の遂行のなか
に内包されている、という理解に行き着くことになる。
そのように理解できるのであれば、組織文化の形成要因として従来から
しばしば指摘されてきた、経営理念、社員教育、そして人事施策などは、
企業に用意されている、あるいは実施されることに意義があるのではなく、
労働者の仕事の現実的遂行に対して具体的な影響を与えるからこそ意義が
見出されているのである。組織文化を形成すると言われてきた諸要因は、
それが労働者の仕事遂行への影響力を持つと判断されてはじめて、組織文
化を論じる姐上に載るのであり、何らかの事情でその影響力が軽微なもの
になってしまえば、組織文化との関連性は薄れることになるのである。
3．対応要請
以上の理解に基づけば、労働者間の濃厚に共有された意味、すなわち組
織文化として労働者の思考や行動を暗黙に大きく制約する要因は、定着要
因である仕事の遂行のなかに求められることになる。そこで次に問われる
のは、労働者を制約する最大の要因は仕事遂行上の何に関連したものか、
という問題である。その問題の解を見つけ出すためには、一過的にあるい
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は時々発現する要因が労働者を制約する最大の要因とはなり得ず、仕事の
遂行と密接不可分の関係を継続的に持つ要因こそが労働者にとっての最大
の制約要因になる、という制約要因と仕事遂行との密着関係に着目しなけ
ればならないであろう。その解明方法としては、具体的事例の列挙を通じ
て共通項を見つけ出す方法があるが、それを採用すると、その事例の統一
的選出基準を何に求めることが適切であるのか、という難問に直面してし
まい、その解決から新たに出発しなければならないことになってしまうの
で、ここではそれを回避するために、主に営利的商品生産体としての企業
本来の特徴を確認する作業を通じて、制約要因の解明を行うことにしたい。
（1）時間的対応要請
企業の特徴を述べる場合には、どの企業あるいはいつの企業にあっても、
企業の本質として、企業が利潤の獲得を実現するために、何よりも第一に、
顧客の欲する商品の提供に傾倒している行動を一様に指摘することができ
る。しかし、顧客の欲望は決して不変ではなく、可変的なものであるため
に、顧客の欲する商品には、種類、質、量、あるいは価格などに関して、
これまでとは異なる諸点が要望されるので、企業はそれに対応し得ないの
であれば、利潤の獲得を保証されるわけではない。特に最近になって、顧
客の欲望変化の急速化に伴い、激烈な企業間競争のなかで生き残るために、
個別企業に強く要請される短納期型生産体制を確立する際にも、そこには
標準化した商品に飽き、個性的な商品を好む顧客に対する多品種少量生産、
あるいは多機能性に不便さを感じて、特定機能に集約した低価格商品を求
める顧客への少品種多量生産が行われているように、生産体制内が多様化
せざるを得ない様相を呈している。すなわち、時問の変遷とともに、様々
な点において異なったモノを求める顧客の欲望に則した具体的対応の必要
性が求められている。企業には、顧客が求める商品の変化への“時間的対
応”という時間概念への対処を常に余儀なくされているのである。
また、そこに見られる企業にとっての得策となる時間的対応の形態さえ
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も、決してr速ければよい」という即時対応の一種類だけではなく、在庫
や保管の極少化を意図して商品を必要とする時間「丁度」を要請する適時
対応があれば、「指定」時間を要請する定時対応もある。最近のインター
ネットを用いた通信販売では、商品の3日以内到着と到着時間帯の指定と
を同時に実現する企業のように、早期対応と定時対応との組み合わせによ
る混合対応の時間的対応形態を採用している場合もあり、顧客に対するこ
うした時間的対応形態の多様化は、特定な職場のみに影響を与えるのでは
なく、調達部門、製造部門、あるいは販売部門であろうと、企業内の職場
すべてに影響を与えている。なぜなら、たとえば財の移動が、調達から始
まり、製造を経て、そして販売に至るという、時間の推移に基づいて順序
づけられているように、職場間に“時間的連結”（13）が実現されていなけれ
ば、企業は顧客が求める商品変化に対応するための一つの組織体としての
まとまりを喪失してしまうからである。したがって、顧客の欲望の変化に
本源的に起因して、求められる商品を生産することへの企業の時間的対応
は企業全般に要請されることになり、労働者にとっても仕事を遂行する際
に、企業の営利的商品生産に付随して生じる時問的対応への各種の要請を
自動的に受けることになるのである。
時間的対応を常時求められている労働者にとり、顧客に対する多様な時
間的対応形態のもとで、「明日までに完成品を100個用意しなければならな
い」という期限のある仕事内容が、繰り返し要請されることによって次第
に時間的拘束を内包した組織文化が形成され、労働者の思考や行動が暗黙
のうちに制約されることになるであろう。その意味から、労働者は期限付
きの自分に課せられた任務としての仕事を遂行しなければならない、仕事
の遂行の必然性から生じる時間的対応要請によって形成された組織文化か
ら、思考や行動が大きく制約されることになる、と理解されるのである。
労働者の仕事遂行への時問的対応要請と組織文化との関連性を端的に明
示する事例として、2005年（平成17）4月25日に発生した兵庫県尼崎市の
JR宝塚線（福知山線）の快速電車脱線事故を想起することができる。死
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者百数十人にも及ぶ悲惨な脱線事故は、急カーブにさしかかる直前の速度
が70キロに制限されていたにもかかわらず、時速100キロを超えた速度で
通過しようとしたことが主因であったと見られている。その背景要因が多
方面から指摘されるなかで、運転士の速度の出し過ぎを悪しくも招いてし
まった背景の一つとして、「ライバル社に輸送力で上回るためには、1秒
の遅れも許さない雰囲気が社内にあった」、と指摘する社員もいる（14）。そ
の指摘が時間的対応要請と組織文化との関連性を示唆しているのである。
すなわち、一競合他社が存在する輸送業務を担当する電車の乗務員には、正
確な時間を要請する乗客に応える必要性があるために、「1秒の遅れも許
さない雰囲気」の組織文化が形成されており、それによって乗務員である
運転士の思考や行動が暗黙のうちに大きく制約されていた結果として、速
度違反を犯し大惨事を引き起こしてしまったことを語っているのである。
（2）費用的対応要請
前述の顧客の欲望変化への企業適応に本源的に起因して、労働者に求め
られる時間的対応要請によって形成される組織文化からの思考や行動の規
制に加えて、もう一つの労働者に向けての対応要請を見出すことができる。
それを解明するためには、利潤の追求に手を休めることのない、企業特質
にまでさかのぼる必要がある。
しばしば使用される、収入一費用＝利潤、という単純明快な算定式に基
づくならば、企業が一種の生命体であるだけに、自分の生命の糧である利
潤の獲得に奔走しなければならない宿命を負っているために、できるだけ
多くの収入とできるだけ少ない費用とを実現して、できるだけ多くの利潤
を得ようとする企業努力が行われていることは周知の通りである（15）。しか
し、費用に見合うだけの収入が得られるとは限らないので、利潤を常時生
み出すためには、企業は費用の削減を怠るわけにはいかないのである。そ
こで、経営資源の費用的削減を目的とした、その“数量的適正化と効率的
活用化”とを労働者に要請することになる。ただし、その一環として、労
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働者の所有する労働力も物品と同様に一つの経営資源の形で購入された費
用項目に計上されるために、費用の削減化努力の対象となっていることに
も留意しなければならないであろう。したがって、労働者自身に対しても、
近年顕著に見られるリストラ（事業の再構築、restructuring）の代名詞と
言われる人員削減のような数量の適正化と、一人で複数の業務を兼ねるよ
うな効率的な活用化とを求められているのである。
そのように、企業は利潤を得る必要性から、労働者を含む貨幣価値の付
与された経営資源の全てに渡る削減化努力という“費用的対応”が、仕事
を遂行するなかで労働者に向けて発せられている。その意味から、自ずと
費用的対応要請を包摂した組織文化が形成される結果となり、それによっ
て労働者の思考や行動が大きく制約を受けることになる、と理解されるの
である。そのために、企業実態に則した適正人員化という名称のもとで具
体的な労働者数の削減策が明示されたり、あるいは繁忙部門への頻繁な配
置転換に伴って生じる職種の変更や仕事量の増大などが企業内で繰り返さ
れるような場合、そこには労働者を制約する組織文化が次第に形成される
ことになる、と言えるのである。
松下電器産業株式会社を中核企業とする松下グループの2006年3月期の
連結純利益は、前期比の88％の増加を見込まれているようであるが、その
大幅増益をもたらす主因は構造改革費用が前期と比べて約1千億円減るこ
とに依拠している、と言われている（16）。事業部制の解体、グループ7社の
完全子会社化、それに人員削減のための早期退職制度などによって、これ
までに累計で5千億円にものぼる構造改革費用を計上してきた効果があら
われ、純利益の大幅増加が期待できる時期を迎えているのである。だが、
多くの他企業と同様に、調達する原材料の高価格化傾向のあるなかで、さ
らに商品の販売価格の低下傾向が加わった、厳しい企業運営に迫られてい
る現状にあっては、「今後も日常活動として構造改革を徹底する」（17）、と主
張する中村邦夫社長の言動は、目標利潤を獲得するために、まさに費用的
対応要請を多分に含意した組織文化の形成の必要性を強調する内容になっ
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ている。
（3）勤労感
上述のように、営利的商品生産体とし’て企業が本来的に所持する特徴を
中心に、労働者の思考や行動を制約する要因を探究し、そこにおいて仕事
の遂行過程で生じる時間的対応要請と費用的対応要請との存在を抽出し、
そしてその両要請が次第に組織文化を形成することによって労働者の思考
や行動が暗黙裏に制約されていく、という理解の仕方を展開してきた。し
かし、より正確には、その時間および費用の概念がともに数字を用いて表
示可能なだけに、誰の目から見ても客観的に思えてしまい、両要請を受け
た結果として、労働者は「忙しさ」、「疲れ」、「緊張」、「不満」、「焦り」、
「充実」、「希望」、「安堵」、あるいは「余裕」などのいわゆる主観的な“勤
労感”を抱きやすく、それが企業の組織文化の形成に大きな影響を与えて
いる、と考えられる。すなわち、商品生産の時間的・費用的対応が要請さ
れて、そこから生じた労働者の勤労感が組織文化の大きな形成要因になっ
ている、と考えられるのである。仕事遂行上の具体的な時間的・費用的対
応を通じて、労働者が主観的な勤労感を持つことによって、その勤労感が
組織文化を形成する大きな要因になると同時に、労働者自身を制約してい
る、という理解である。
経営者が新規市場への参入や既存事業の見直しを断行するときに、当該
企業が置かれている事業環境の現状に関する情報を全般的に提供するなど
の多様な方法を用いて、新たな組織文化の形成に腐心しても容易にそれが
成就しない困難さは、営利的商品生産体としての企業の特質から判断すれ
ば、労働者各人の関心が企業全般へ向けられるよりも、むしろ目前の仕事
を遂行する際に必然的に求められてくる時間および費用への対応、という
日常的な要請に関して抱く主観的な勤労感によって形成された組織文化か
ら大きな影響を受けてしまっている点に、その原因を求めることができる
であろう。また、そうした労働者の勤労感を容易に意図的には操作できな
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いところに、
のである。
組織文化研究の困難さと課題とが横たわっているとも言える
おわりに
独立行政法人である労働政策研究・研修機構が、昨年（2004年）6月
（祝祭日の影響の少ない月）に実施した、長時間労働や不払い労働時間な
どの実態に関する全国調査（約22万人の調査モニターから全国3千人を抽
出した郵送質問紙法による調査。回収率85．2％）によると、「今のような
調子で仕事や生活を続けたら、それがもとで健康を害するのではないか」
と思っている正社員は、rよくそう思う」（17．8％）とrときどきそう思う」
（39．3％）とを合わせると、6割近く存在することが判明した（18）。また、
その健康を害する原因については、r仕事上または職場での心労から」
（65．1％）、「仕事による過労から」（52．1％）、そして「休養・睡眠不足か
ら」（42．7％）などが多く指摘されたのである（19）。
そのように現在の労働者の半数以上が勤労感として、自分の健康に不安
を持ちながら、日々の仕事に励んでいるのである。それでは、どのように
したらその健康不安を解消できるのだろうか。職場での人間関係の問題を
全く扱うことなく、仕事の遂行それ自体のみに着目してきた本稿の文脈に
沿って、労働者の健康不安を払拭する手立てを考えてみると、労働者に対
する時間的対応要請の発生源となっている“顧客の持つ欲望変化の速度を
緩めること”、それに加えて、費用的対応要請の根源である“企業の旺盛
な利潤獲得意欲を再考すること”が必要であろう。すなわち、労働者の健
康不安の原因は、顧客や企業の本質にまでさかのぼって把握することがで
き、そのために、どこの企業であっても、そしてどこの職場においても、
労働者に健康不安をもたらす可能性が本来的に存在している、と言えるの
である。
以上に見られるような企業に関連した諸問題の解決策を求めて、それを
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どこまで掘り下げられ得るか、という視点設定の難しさを、各方面の人々
に再認識させる大きな契機が、今到来していると言ってもよいかもしれな
い。情報産業として急成長を遂げた株式会社ライブドアが、ニッポン放送
株の取得を通じて、その関連会社であるにもかかわらず大企業となった株
式会社フジテレビジョンヘの経営参加権を取得する行動に出た点に起因し
て、特定的な個別企業を超越した視点から、改めて「企業は誰のものか、
誰のためのものか」が問われ始めているからである。その問題は、専門研
究者に限らず、経済団体関係者、株主、労働者、マスコミ、顧客、そして
市民的公衆などの多くの利害関係者の大きな関心事となっているために、
多様な視点からの活発な議論が繰り広げられている。特にその議論が、各
国の歴史的背景や法律形態の相違、そして企業の社会性をも踏まえたもの
になっているだけに、アメリカに強く傾倒する従来の視点では収敏化する
気配が見られず、「日本においては企業は誰のものか、誰のためのものか」
を巡る議論プロセスは、わたしたちに企業と社会との関係のあり方を見直
す際に必要な新たな視点を提供してくれる、ということが期待されるので
ある。
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